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「防災の取組みに関する情報開示の解説と事例」の名称について 

 

企業の防災の取組みの開示については、平成17年に中央防災会議「民間と市場

の力を活かした防災力向上に関する専門調査会」企業評価・事業継続ワーキング

グループで策定された「企業の防災の取組みのＰＲ文書『防災報告書（仮称）』

第一版（案）」をベースに、情報開示の「指針」または「手引き」を策定するた

めの検討が、内閣府「企業等の事業継続・防災評価検討委員会」で行われました。 

 同検討委員会における議論の結果、既に多くの企業がＣＳＲ報告書等において

自社の防災への取組みに関する情報を開示しているが、開示方法の「指針」や「手

引き」を策定するにはさらなる議論が必要という認識が持たれました。他方で、

現時点で把握できた開示事例を解説とともに公開することは、開示の意義を訴え

るメッセージとなるという理解も得られました。 

そこで、「指針」または「手引き」としてのとりまとめは今後の課題とし、同

検討委員会の成果としては、「防災の取組みに関する情報開示の解説と事例」と

して公表することとされました。 
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１． 目的 

 

企業を巡っては、近年コーポレートガバナンス、内部統制､サスティナビリティの観

点から、企業の継続的で持続可能な対応が求められています。こうした状況下、企業の

利害関係者である株主､投資家、従業員、取引先、顧客、消費者、行政、市民等から、

経営や事業活動の透明性を求める声が高まってきており、様々な活動状況を適切に開示

している企業が社会的に評価され始めています。開示の形態としては、ＣＳＲ報告書､

社会・環境報告書､環境報告書や毎年の報告が法的に義務付けられている事業報告書､

有価証券報告書が使われています。また、これらはホームページを利用して開示すると

ころが増えてきています。最近は企業の防災の取組みに関する情報開示も、これらの報

告書の中で行われるようになってきています。 

本書は､情報開示の形態が企業ごとに異なる現状を踏まえ、企業の防災への取組みに

ついて情報を開示しようとする企業が、開示の形態にとらわれることなく必要に応じて

開示できることを目的として作成しています｡つまり、全体を体系的に開示することが

不可欠なのではなく、一部を開示するだけでも効果があるという考え方に基づいていま

す。 

開示が望まれる項目ごとに記載内容を解説し、可能な範囲で先進企業の情報開示の実

例を掲載していますので、｢防災報告書(仮称)｣単独の開示はもちろん、既存のＣＳＲ報

告書、社会・環境報告書、環境報告書、事業報告書、有価証券報告書等の中での情報開

示の促進が期待されます｡ 

本書が、今後、これらの報告書の中で防災への取組みの情報を記載する企業が増え、

防災への取組みが市場や社会で適確な評価が得られるようになることに資すればと考

えています。 

 

（1） 「防災の取組みに関する情報開示の解説と事例」の提案経緯 

日本の企業は従来から防災に取り組んできており、その対応努力は日本の安全・安

心に大きく貢献しています。これらの努力は社会的にも評価されるべきですが、企業

がその取組みを対外的に発表する場面や機会は多くありませんでした。 

一方、防災への取組みの効果は平時には目に見えにくいのであまり評価されないこ

とが多く、このため、すべての支出に費用対効果を厳しく問われる企業環境の中で、

防災への投資や支出はともすると優先順位が上がらず先送りされやすい一面をもっ

てきました。  

このような状況を改善するには、市場や社会が企業の防災の取組みを一層適切に評

価することが必要だと考えられます。その中で、有価証券報告書等でのリスク情報の

開示等もルール化され、情報開示とその評価を行う環境は整いつつあります。また、

企業の事業継続への取組みの必要性の認識も広まってきました。このような機会に、

多くの企業が防災の取組みを開示していけば、投資家や市民等の関心を高めることが
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でき、防災に積極的に取り組んでいる企業を市場や社会が評価する仕組みが大きく展

開することが期待されます。 

｢民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会｣では、平成１７年に「防

災報告書（仮称）」として防災情報の開示にあたっての骨子と報告書のサンプル例「防

災報告書（サンプル）」を発表しました。 

 翌年、同専門調査会の成果をフォローアップする「企業等の事業継続・防災評価検

討委員会」で、引き続き、企業の防災の取組みの情報開示の促進について検討してき

ましたが、我が国のＣＳＲ報告書等における防災情報の開示状況を調査したところ、

先進的企業の多くが、記載方法は様々であるものの、防災に関する情報をＣＳＲ報告

書等に盛り込んでいることがわかりました。 

この結果を踏まえ、本検討委員会では、防災情報の開示をさらに促進することを目

的に、「防災報告書（仮称）」の体系を基本に、記載項目を整理し、項目単位に記載

事項の内容を解説し、関連する先進事例を掲載した本書「防災の取組みに関する情報

開示の解説と事例」を公表することとしました。 

 

（2） 概要 

解説では、開示目的､期待される効果､主な内容および項目の記載時に参考となる記

述例・図表例を掲載しています｡ 

表１.に解説の概要を示します｡ 

 

表１.解説の概要 

開示目的 利害関係者に対して伝えるべき情報と目的(自社の防

災施策における効果)｡ 

期待される効果 情報開示により期待される効果。 

主な内容 記述に際して言及が望まれる事項､キーワード等｡ 

記述例・図表例 ＣＳＲ報告書等ですでに開示されている先進的な企業

の記述､図表・写真の実例｡ 

 

２． 構成 

 

本書は、開示が望まれる２４項目を７つの大項目で整理し､各項目に個別に解説を加

えています｡ 

  また､項目には､防災上の重要性の観点から３レベルの属性（基礎･奨励･自由選択）の

いずれかを付しています。 

表２.に属性項目(３レベルの属性が付された項目)の説明を､表３.に記載項目一覧を

示します｡ 
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表２．属性項目の説明 

基礎項目 会社概要や防災体制など、防災に関して最低限求めら

れる基礎的な項目。 

奨励項目 事故・被災報告や社会貢献活動など、環境報告書等で

防災への取組み事例として既に公表例があり、中小企

業等でも比較的記載しやすく､できれば記載が望まし

い項目。 

自由選択項目 防災戦略や防災に関する費用・投資の状況（防災会計

等）、防災に配慮した新製品・技術の開発・販売など、

防災への取組みをよりＰＲする場合に選択できる項

目。 

（注）企業にとって機密性が高いと思われる情報（個人情報や営業機密など）    

について公表を求めるものではありません。 
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 表３. 記載項目一覧 

番号 属性 項目名(２４項目) 

Ⅰ 基本項目 

Ⅰ-1 基礎 基本項目 

Ⅱ 経営者の防災に関する考え方 

Ⅱ-1 基礎 防災に関する基本方針 

Ⅱ-2 自由選択 利害関係者の範囲および利害関係者へのメッセージ 

Ⅲ 防災の基本戦略 

Ⅲ-1 基礎 防災体制 

Ⅲ-2 自由選択 想定する災害 

Ⅲ-3 自由選択 防災戦略(重点テーマ､実施方針) 

Ⅳ 防災の実績､評価(前年度実績､評価) 

Ⅳ-1 自由選択 計画に対する実績 

Ⅳ-2 自由選択 実績に対する評価 

Ⅳ-3 奨励 事故・被災報告 

Ⅳ-4 自由選択 防災に関する費用・投資の状況(防災会計等) 

Ⅴ 防災計画（今年度計画） 

Ⅴ-1 奨励 防災計画(今年度計画) 

Ⅵ 防災への取組み事項 

Ⅵ-1 奨励 防災情報の開示､コミュニケーション 

Ⅵ-2 奨励 法令等の遵守 

Ⅵ-3 基礎 教育・訓練 

Ⅵ-4 奨励 事故・災害の低減対策 

Ⅵ-5 自由選択 防災商品・サービスの調達 

Ⅵ-6 自由選択 防災に配慮した新製品・技術の開発・販売 

Ⅵ-7 自由選択 防災に配慮したサプライチェーンマネジメント 

Ⅵ-8 自由選択 防災に関する従業員、顧客等への啓発活動 

Ⅵ-9 奨励 防災に関する社会貢献活動 

Ⅳ-10 自由選択 第三者による評価・認証 

Ⅶ 事業継続 

Ⅶ-1 奨励 事業継続の基本方針 

Ⅶ-2 自由選択 事業継続の計画､目標 

Ⅶ-3 自由選択 事業継続の実績､評価 
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３． 作成にあたっての留意点 

 

  作成にあたっては簡潔に記述することがよく、組織構成､連絡系統図や防災計画にお

ける目標・実績および防災に関する費用・投資の状況等の記述においては､図表による

説明も有効です｡ 
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４．記載項目の解説 

 

表３.記載項目一覧の各項目に対する解説を以下に示します。 

 

Ⅰ 基本項目 

 

【項目番号】 

Ⅰ-1 基礎 基本項目 

 

【開示目的】 

自社の防災の取組みにおいて、その対策や活動を理解してもらうために必要となる

企業の基本的な情報を記載します。 

 

【期待される効果】 

自社の防災への基本方針や対策に対する利害関係者の理解を得ることが期待できま

す。 

 

【主な内容】 

・ 対象とする年度 

・ 発行者側の意図  

・ 主な事業内容（製品・サービスの提供範囲、営業拠点等） 

・ 資本金、総資産、発行株式数、従業員数等 

・ 対象とするグループ会社の範囲 

（グループ企業、子会社、協力会社） 

・ 対象とする業務、事務所、システム等 

・ 読み手に期待すること､配慮を望むこと 

（例:｢ステークホルダーの皆さまに対する責務をどれだけ果たしてい 

るか,皆さまのご期待にどれだけ応えているかを把握するために 

活用してほしい｡｣ 

｢意志決定に利用できるほど詳細な情報ではありません｡｣ 等） 

・ 参考とした法令､ガイドライン等 

・ 問合せ窓口（部署名、担当者名、電話番号・ＦＡＸ番号・メールアドレス・ 

ホームページＵＲＬ等)   等 
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Ⅱ 経営者の防災に対する考え方 

 

【項目番号】 

Ⅱ-1 基礎 防災に関する基本方針 

 

【開示目的】 

自らの事業環境・規模・特性を明確にした上で、事業経営における防災の必要性、

取組みの現状ならびに今後の重点課題等に関する経営者自身の認識・判断について記

述し、経営者自身の防災に関する取り組み姿勢を示します｡ 

 

【期待される効果】 

経営者自らにより、防災に関する取組みが経営戦略の一環として明確に位置付けら

れることから､対外的な信頼性の確保および防災関係者の意識高揚が期待されます。 

 

【主な内容】  

・ 経営者が認識する防災に関する具体的課題と社会状況 

・ 防災に関する基本方針、ビジョン（企業理念に基づく防災の考え方） 

  等 

 

[補足] 

・防災に関する基本方針、ビジョンの用語について 

｢基本方針｣という用語は、ＣＳＲ報告書、社会・環境報告書、環境報告書等(以下､

ＣＳＲ報告書等)で多く用いられています｡一方､国際標準規格では､｢品質方針｣､｢環

境方針｣あるいは｢情報セキュリティ基本方針｣という用語が用いられています。また、

「ビジョン」という用語は、ＣＳＲ報告書等では多く用いられていますが、国際標

準規格では使用されていません。このように使用する用語に関して、ＣＳＲ報告書

等と国際標準規格とで異なっています。さらに現時点において､各企業ごとに用語の

定義も異なっていると思われます。どの用語を用いるかは各企業で定めてください。 

本書では、現時点でＣＳＲ報告書等の中で防災に関する情報を開示している場合

が多いことから、これらの報告書で用いられている「基本方針」、「ビジョン」の

用語を用いています。 

 

・記述に際しては、経営戦略上の防災の位置付けを明確にした上で、事業継続や内部

統制等との関係も整理することが重要となります。 

なお、経営者が認識する防災に関する具体的課題と社会状況を記述する場合は、

以下に示す経営指標のうち、自社の防災に関係の深い事項を含めることが有効です。 

【社会的影響力に関する指標例】 
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・ 自社の価値（売上規模、ブランドイメージ） 

・ 社会的責任（市場占有率、事業の公益性（国家、社会、経済メカニズム等）） 

・ 消費者への影響（生命・身体・財産・名誉等） 

・ 取引先への影響(取引先数、取引先の自社への依存度等)     

・ 重要情報の保有（国家機密、営業機密、プライバシー等）   等 

【事業構造上の脆弱性に関する指標例】 

・ 基幹業務の情報システム依存度（業種特性） 

・ 業務の外部依存性（代理店等への依存度、インターネットへの依存度、 

正社員･非正社員の比率等） 

・ 事業に係わる人の範囲と人数（拠点数、海外拠点の有無、従業者の離職率等） 

・ 立地条件（特定な物品・サービスへの依存度）   等 

 

【記述例・図表例】 

Ⅱ-1｢防災に関する基本方針｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下 

に紹介します。 

 

Ⅱ-1 防災に関する基本方針 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

毎年のように中国地方を襲う台風。通常時の停電がほとんどなくなった現在，台

風や雷，雪など，自然災害時の早期復旧が，私たちに求められる大きな責務とな

っています。 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

2004 年度は国内外で台風や地震などの大規模な災害が数多く発生しました。当

社は、被災地の方々の生活を迅速・的確に支援することも私どもの責務であると

考えています。とくに「被災地が本当に必要としている支援」を重視し、災害が

発生したさいには必ず地域の行政機関などと連絡をとり、現地の被害状況を確認

したうえで支援内容を決定しています｡ 

■《ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

私たちは、予期せぬ大規模な災害に備え、「通信ネットワークの信頼性向上」、「重

要通信の確保」、「サービスの早期復旧」を災害対策の基本方針として、さまざま

な対策に取り組んでまいりました。 
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【項目番号】 

Ⅱ-2 自由選択 利害関係者の範囲および利害関係者へのメッセージ 

 

【開示目的】 

本項目は、利害関係者に自社の防災への取組み状況や経営者の意思を伝えることを

目的としています。防災情報の開示先となる防災活動に係る利害関係者の範囲を企業

の判断により定め、それぞれの利害関係者に対して果たすべき責任や実施すべき活動

について記述します。 
利害関係者の範囲は、ＣＳＲ報告書等では、幅広く一般の方々を対象とするケース

が多いものの、対象とする利害関係者の範囲を特定している企業の例も見られます。 
特に、多額の防災投資を行う必要性がある場合や、自社の製品・サービスの防災力

向上を要求された場合など、特定の利害関係者（株主、投資家、顧客、取引先等）に

情報を提供する場合には、読んでいただきたい利害関係者の範囲を明記したメッセー

ジを発信することも可能です。 
 

【期待される効果】 

自社の取組みが社内に定着していることを示すことにより、利害関係者の信頼を得

ることが期待されます。 

また、防災活動による利害関係者への責任・貢献に関するメッセージを発信するこ

とにより、同業他社との協定交渉や行政・住民との防災協力、関連業者からの防災力

向上に資する技術提供等の促進が期待されます。 

 

【主な内容】   

・ 経営者が考える防災活動に係る利害関係者の範囲 

・ 利害関係者へのメッセージ 

（例：「自社が提供する製品､サービスに対する供給責任」、 

｢利害関係者に対する支援貢献」 等 ）    

 

【記述例・図表例】 

 Ⅱ-2｢利害関係者の範囲および利害関係者へのメッセージ｣項目に関連した開示例を

以下に紹介します。 

   

Ⅱ-2 利害関係者の範囲および利害関係者へのメッセージ 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

・毎年のように中国地方を襲う台風。通常時の停電がほとんどなくなった現在，

台風や雷，雪など，自然災害時の早期復旧が，私たちに求められる大きな責務と
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Ⅲ 防災の基本戦略 

 

【項目番号】 

Ⅲ-1 基礎 防災体制 

 

【開示目的】 

平時の推進体制および災害発生時の対応体制（自治体､同業他社､近隣住民との協力

体制も含む）を記述し、自社の防災体制を明確にします｡ 

 

【期待される効果】 

防災活動を実施する各組織の権限と責任(責任者含む)が規定されることにより､災

害(事故)発生時における対応部署の役割が明確になることから､利害関係者からの信

頼を得ることにつながります。同時に部署単位で役割に応じた教育・訓練が適切に実

施され、初動対応の適確性、迅速化の向上が期待されます。 

 

【主な内容】 

・ 防災対策責任者の設置   

・ 各組織の権限と責任（委譲の場合はその内容） 

・ 平時の推進体制（組織図、委員会方式／ワーキング方式、専門部署や各部署

での責任者の設置状況等） 

・ 災害発生時の対応体制(組織図、組織間の連携関係､対処フロー図､情報窓口等) 

・ 安否確認体制（役員・従業員とその家族） 

・ 他の管理組織との関係（リスクマネジメント、内部監査、コンプライアンス､

情報セキュリティ等）  等 

 

 ［補足］ 

防災対策責任者をはじめ経営層が関与する意思決定組織（防災委員会など）は、

防災に係る企業のビジョンやポリシーの決定・承認、計画、評価結果の承認などの

役割を担います。 

 

【記述例・図表例】 

 Ⅲ-1｢防災体制｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介します。 
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Ⅲ-1 防災体制 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

事業運営に重大な影響を与える恐れのある経営リスクへの対応方針を総合的に

検討することを目的に,経営トップによる「リスク戦略会議」を設置しました。

本会議は,社長を議長として,毎月 1 回開催しています。 また,重大な経営リス

クが発生または発生が見込まれる等の非常時には,必要に応じて「緊急対策本部」

を設置し,部門横断的な対応方針を決定のうえ,対応策を実施しています。 

■《大成建設株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

内閣府公表の「東京湾北部地震」が休日の未明に発生した場合を想定、首都圏に

おいて大規模災害発生後 48 時間以内を目標に顧客支援（得意先施設の被災状況

の確認）に向かう体制として、一都四県に地区拠点を設定し、約 4,500 人の要員

を配置しています。 

■《日清オイリオグループ株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

「安全・防災担当役員」が、全社的な安全・防災管理を統括しています。緊急事

態には、緊急対策本部長（取締役社長）が副本部長である「安全・防災担当役員」

の補佐を受け、被害拡大防止や早期復旧のための指揮命令を発動します。一方、

生産部門のライン統括を行う「生産担当役員」は、「安全・防災担当役員」との

連携のもと、生産部門の安全・防災体制の維持・強化を図ります。「プロダクシ

ョンセンター安全・防災担当」は、各事業所と連絡を取りながら連携体制の維持・

強化を行います｡ 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

◆イトーヨーカドーは、全国 52 自治体（2005 年 2月末現在）と支援協定を結び、

出店地域で災害が発生したさいに必要な商品などを迅速に提供できる体制を整

えています 

⇒『地震対策本部』の設置 

◆店舗周辺地区で震度 6弱以上の地震が発生した場合には、本部内に『地震対策

本部』を速やかに設置して対策を講じること、震度 5強の地震が発生した場合に

は『臨時地震対策本部』を設置し、被害状況と各店の被害情報を本部担当者が取

りまとめ、役員に報告することなどを定めています。 

⇒各店舗でも『対策本部』を発足 

地震などの災害が発生したさいには、各店舗でも『対策本部』を立ち上げ、自治

体や地域社会と連携した救援活動、本部との連絡、営業再開のための復旧作業に

あたることなどを『大規模災害対策要綱』の中に定めています。 
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【項目番号】 

Ⅲ-2 自由選択 想定する災害 

 

【開示目的】 

自社の事業活動に影響を与えると想定される災害を把握し、自社の業種・業態の特

徴を踏まえ、対策を講ずる災害を明確に記述します｡自然災害以外のリスクについて

も､例えば事業継続計画で既に想定リスクに含め、対策の対象としている場合は、こ

れらリスク全体を合わせて対象にすることができます。自社にとって最も費用対効果

の高い方法で想定リスクとリスク対策の開示を行ってください。 

 

【期待される効果】 

防災対策の対象とする災害を特定し、災害発生時の事業活動への影響範囲を明らか

にすることで､利害関係者に防災対策の妥当性を示すことが可能となります。 

 

【主な内容】 

・ 対策を立案する上で参考とする自治体等の被害想定（ハザードマップ等） 

・ 対象となる災害 

- 自然災害（地震、台風、集中豪雨等） 

- 人為的な災害（火災、爆発、有害物質の漏れ等） 

・ 災害の特徴（実施しているビジネスによる特異性、一般的な災害との違い等） 

・ 災害の発生可能性と影響（どの程度の発生可能性があるか、発生した場合ど

のような影響があるか、影響範囲等）    等 

 

【記述例・図表例】 

Ⅲ-2｢想定する災害｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介しま

す。 

 

Ⅲ-2 想定する災害 
記

述

例 

■《株式会社ディスコ》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

いつ発生するかわからない大地震の脅威に対して、阪神淡路大震災、関東大震災

クラスの大地震を想定した準備を行っています。 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

爆発･火災､危険物･有害物の漏洩･流出等の事故･災害の未然防止と被害の拡大防

止を図るため、防災管理に積極的に取り組んでいます。グループ共通の各種防災

ガイドラインを整備して、保安防災教育訓練、防災診断、地震対策等の防災活動

を推進しています。また、地域社会に懸念や影響を与えた事故･災害を重大事故･
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災害と定義し､2003 年からは、爆発･火災に加え、危険物･有害物の漏洩･流出、

建物の倒壊等の情報も収集しグループ内に公開して再発防止に努めています。 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

大規模な災害を引き起こすといわれている「首都圏直下型地震」「東海地震」が、

イトーヨーカドーの店舗にどのような被害を及ぼすのかを詳細にシミュレート。

外部調査機関 2社に依頼し、店舗周辺の地盤の状況と店舗の築年数・構造から、

地震が発生したさいの被害規模を予測してもらいました。 
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【項目番号】 

Ⅲ-3 自由選択 防災戦略(重点テーマ､実施方針) 

 

【開示目的】 

Ⅱ-1､Ⅲ-2 において規定されている基本方針、ビジョンおよび想定する災害に基づ

き､被害の軽減のために決定・実施される防災戦略（重点テーマ、実施方針等）につ

いて具体的に記述します。 

 

【期待される効果】 

想定される災害に対して経営者の選んだ方針・対策を明示することにより、利害関

係者の信頼を得ることが期待できます。 

 

【主な内容】 

・重点テーマ（ビジョンや方針を実現するための方策。３～５年の中長期計画で

目標とするテーマともなります。） 

（例：「旧耐震施設を多く抱えているため、『計画的な耐震化対策』に重点を置

く。」） 

・実施方針（重点テーマの実現手段として選択した防災対策の取組みであって、

特に強調したいポイントとなります。） 

 

【記述例・図表例】 

Ⅲ-3｢防災戦略(重点テーマ､実施方針)｣項目における【主な内容】に関連した開示例

を以下に紹介します。 

 

Ⅲ-3 防災戦略(重点テーマ､実施方針) 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

平成 16 年は，数・規模とも近年例を見ないほど台風が多く，台風 18号による被

害をはじめとして停電も多く発生し，一部の地域では停電が長期化するなど，お

客さまに多大なご迷惑をおかけし，お客さまからは，早期復旧や復旧状況等の具

体的な情報提供を求める声を多数いただきました。お客さまのこうしたご要望に

お応えしていくため「さらなる早期復旧に向けた対応の強化」および「お客さま

等への情報提供の充実」」の観点から，災害時の体制等について大幅な見直しを

行うとともに，復旧訓練等のさらなる充実を図りました。 

■《ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

予期せぬ大規模な災害に備え、「通信ネットワークの信頼性向上」、「重要通信の

確保」、「サービスの早期復旧」を災害対策の基本方針として、さまざまな対策に
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取り組んでまいりました。具体的には、以下のような地震、豪雨等の災害に強い

通信ネットワークを構築しています。 

(1) 通信ネットワークのループ化・二重化による多ルート化 

(2) 震度 7にも耐えうる強固なネットワークの構築 

(3) 通信設備の厳格な入退室管理など高度なセキュリティ体制の構築 

(4) 電力停電に備えた無停電装置、発電装置等のバックアップ体制の構築 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

２００６年度から始まる新中期計画では、環境、防災･安全、健康について取り

組み課題と戦略を定めました。 

・ＥＳＨ新中期計画の課題と戦略（表） 

防災 

１．重大事故・災害の防止と緊急対応力の維持・向上 

  １）グループ間の防災力格差是正 

 2)高リスク設備に対する防災対策 

 3)防災診断の推進 

２．大規模地震への対応強化 

 １）社員･家族の安全確保施設の再点検とガイドラインの見直し 

 2)｢業務継続計画｣の観点から対応策の見直し 

３．防災に関する社会貢献 

 １）自然災害における地域･公的機関との共同防災 

 2)保安防災教育訓練における社会貢献 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

内閣府が発表している震度分布予測・被害予測なども参考にしながら、各店舗の

問題箇所を洗い出すとともに、その対策や大型地震が発生したさいの具体的な行

動マニュアルを『大規模災害対策要綱』の中に追加しました。今回の改訂によっ

て各店舗の地震対策は従来以上に具体的かつ詳細になりました。今後も、この対

策要綱にそって各種訓練を実施し、問題点や改善点を洗い出し、より実践的な内

容へと改めていく計画です。 
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Ⅳ．防災の実績、評価  

 

【項目番号】 

Ⅳ-1 自由選択 計画に対する実績 

 

【開示目的】 

前年度の防災計画や目標に対する実績を記述し､当初の目標に対する達成度を明確

にして､今年度の目標設定の妥当性を示します｡ 

 

【期待される効果】 

前年度の目標に対する達成度を示すことにより､計画にそって着実に防災の取組み

が実施されていることが利害関係者に伝わり､その信頼を得ることが期待されます｡ 

また、被害があったこと、あるいは必ずしもうまくいかなかった部分も含め開示す

ることで、誠実な企業として信用されることが期待されます。 

なお､実施テーマごとの達成度を示すことにより､今年度の重点課題も明確に伝えら

れます｡ 

 

【主な内容】 

・Ⅴ-1「防災計画（今年度計画）」の各目標項目の目標数値に対する実績。 

・ 目標 

（例：災害発生時の対応体制の確立 

同業他社､自治体等との防災に関する協定の締結 

建物、施設の耐震化率 

防火扉､スプリンクラー､放水銃等の設置率 

人的投資（専任担当者・兼任担当者の人数、配置等） 

資金的投資（「防災対策」としての明確な意思と戦略を持って行う投資） 

防災訓練の実施回数 

重要設備(高炉､バックアップシステム､予備電源等)の操作要員に対す 

る習熟訓練の実施頻度 

従業員に対する教育・研修の実施頻度、受講者数受講率、資格（救急 

看護士等）取得者数等 

防災に関する基本方針に基づく各種管理事項に関する経営層への報 

告の有無 

救急救命訓練を受けた社員割合 等） 
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【記述例・図表例】 

Ⅳ-1｢計画に対する実績｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介

します。 

 

Ⅳ-1 計画に対する実績 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

◆各設備における景観対策－配電設備 

配電線の地中化については, 通行空間の確保, 景観の向上, 災害の防止などを

目的として, 道路管理者や他の電線管理者と協調して実施しています。 

◆訓 練 

災害時に円滑な緊急対応が行えるよう,定期的に教育・訓練を実施しており,平成

17 年度は,8 月 10 日に全社の総合防災訓練を実施しました。 

■《株式会社ディスコ》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

◆２００５年度は､地震など災害リスクの重要度の高まりから､メーカーとして

の供給責任を果たすため｢ＢＣＰ（Business Continuity Plan）活動｣に特に注力

して活動しました｡ 

◆リスクアセスメント 

２００３年度から広島事業所でスタートさせ､２００５年度からは本社､国内拠

点､海外拠点にも対象範囲を拡げ､同じルールと手法のもと継続的な取り組みを

行っています｡ 

２００６年３月末までに､国内約１万件､海外約８００件の危険源を抽出し､リス

クアセスメントにつなげました｡ 

■《三井化学株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

◆2004 年度の目標実績と 2005 年度の目標を報告します｡ 

・事故 4件発生（2003 年度 3件） 

残渣処理中の発火、酸素ガスストレーナー焼損、熱媒油漏洩による小火災、改質

炉からの改質ガスの漏洩 

・各工場毎 2プラント以上点検 

静電気・爆発混合気、毒性ガス、混触危険性などの点検実施 

◆安全・防災・衛生関係の投資は 16 億円で、火災・爆発防止、労働災害防止に

関する設備強化および工場への侵入防止対策を実施しました｡ 

◆経営戦略の一つに「環境・安全・品質の確保」を掲げています。これを遂行す

るために、RC 活動の項目ごとに事業活動計画を立てています。ここでは、2004

年度の目標実績と 2005 年度の目標を報告します｡ 

・設備事故根絶：☆ 

・潜在危険源の系統的摘出と改善：☆☆☆ 

自己評価による達成率：☆☆☆95%以上、☆☆70%以上 95%未満､☆70%未満 
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【項目番号】 

Ⅳ-2 自由選択 実績に対する評価 

 

【開示目的】 

前年度に取組みを実施した防災対策の実績に対し､自社の評価基準を定義した上で

自己評価を行い､評価結果とその理由を記述します｡また､取組みにおける問題点や改

善点を明確に示します｡ 

 

【期待される効果】 

自己評価を実施し､自社の防災の取組みを客観的に評価するにより、自社の取組みの

実績に関する記述の信頼性が増すことが期待できます｡ 

また、被害があったこと、あるいは必ずしもうまくいかなかった部分も含め開示す

ることで、誠実な企業として信用されることが期待されます。 

なお､防災対策の取組みを実施する上での問題点を明確にでき､次年度の取組みにお

ける見直し､改善が図れます｡ 

 

【主な内容】 

・実績の評価結果 

(例：４段階評価： 

◎達成（95％以上）､○ほぼ達成（80％以上から 95％未満）､ 

△やや達成（65％以上から 80％未満）､×未達成（65％未満）  等） 

・実績の原因分析 

(例：「事業環境の悪化により、当初の予算確保が困難となったため、今年度 

は達成率が○％に留まりました。」 

   「計画を上回るペースで対策の導入が進展したため、次年度分の事業に 

ついても一部着手しました。」 等） 

・自社の評価基準 

 

[補足]  

達成度に関する記述は､目標､実績､原因､今後の目標等を対比できる一覧表の形で

示すことが効果的です｡ 

 

【記述例・図表例】 

 Ⅳ-2｢実績に対する評価｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介

します。 
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Ⅳ-2 実績に対する評価 
記

述

例 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

これらの活動の成果により、2005 年度は前年度に比べ重大事故･災害件数を減少

できました。 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

◆『大規模災害対策要綱』の改訂 

緊急時における情報収集から復旧の手順、本部組織の対応などが明確になり大規

模災害への対策が強化された 

◆テナントと連携した災害対策 

全 181 店舗（2005 年 2 月末時点）のうち 164 店舗が消防から特例認定※を受け

ており、火災などの災害についてもテナントとの協力体制を構築 
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【項目番号】 

Ⅳ-3 推奨 事故・被災報告 

 

【開示目的】 

実際に発生した災害(又は事故)について､発生原因､被害状況､対応経過を記述する

とともに事業活動への影響や再発防止に向けた対策について示します｡ 

 

【期待される効果】 

利害関係者に対して､災害対応の具体的な例を示すことで、自社の防災における対応

力を認識してもらえるとともに､被害があったこと、あるいは必ずしもうまくいかな

かった部分も開示することで、誠実な企業として信用されることが期待されます｡ 

  一方､事故・被災の正確な現状分析や再発防止策の検討は、確実な災害対応につな

がる効果があります。 

 

【主な内容】 

・災害（事故）に至る経緯 

・被害状況 

・影響範囲・規模（取引先、顧客、売上、近隣への被害、民事・刑事責任、 

行政処分、企業価値、信用・評判等） 

・対応状況 

・事故原因 

・再発防止に向けた取組み    等 

 

[補足] 

災害(事故)の対応状況に関して法的な対応が含まれる場合は､その対応姿勢および

対応状況を記述することが望まれます｡ 

 

【記述例・図表例】 

 Ⅳ-3｢事故・被災報告｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介し

ます。 

 

Ⅳ-3 事故・被災報告 
記

述

例 

■《三井化学株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

2004 年度に下記の事故がありました。各事故には迅速に対策を講じ、これらの

事故を教訓に、同様な事故を二度と起こさないよう事故防止の取り組みを徹底し

ています。 
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【項目番号】 

Ⅳ-4 自由選択 防災に関する費用・投資の状況(防災会計等)(注) 

 

【開示目的】 

前年度に取組みを実施した防災対策の全項目に対する費用､投資額を記述し､年度事

業予算に占める防災経費を明らかにし､その適切性を示します。 

 

【期待される効果】 

防災対策に関する費用､投資額を明示することにより､自社の防災への取組みの積極

性を示すことにより､利害関係者の評価と信頼が得られることが期待できます｡ 

なお､適切性の説明を行う場合の費用対効果に関しては､防災項目ごとに対策をとる

ことによって被害軽減額を推定しその額を示し、防災に関する費用・投資と効果との

対比を明示できれば、自社における事業活動上の効果を示すことができます。 

さらに、費用・投資と効果との対比を把握できれば、今後の防災活動において防災

計画を段階的に実施することも可能となり、年度予算配分の計画性の向上にも効果が

あります。 

 

【主な内容】 

・ 防災に対する費用及び投資額 

（例：耐震化、設備・機器類の転倒防止対策、防火対策、風水害対策、教育・

訓練、防災用資機材調達、新技術の導入､リスクファイナンス､製品・サービ

ス開発 等） 

・ 防災に対する費用及び投資額の推移（対前年比、過去五年間程度） 

・ 防災に対する費用及び投資額の投資総額に対する比率 

・ 災害発生時の対応費用及び被害額 

・ 対策をとることによって軽減されると想定される被害額（ビジネス・インパ 

クト分析（BIA: Business Impact Analysis）の過程である程度の推定が可 

能です。） 等 

 

(注)「防災会計」については、防災に関する費用・投資額とその効果を示すものと 

一 般に認識されています｡ 環境会計ガイドライン(環境省)で示されているよ 

うな具体的な手法や計算方法が確立されている状況ではありません。企業によ 

っては独自の方法により防災に関する費用・投資の情報の開示を試みている非 

常に先進的な例もあります。 
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Ⅴ 防災計画(今年度計画) 

 

【項目番号】 

Ⅴ-1 奨励 防災計画(今年度計画) 

 

【開示目的】 

前年度の実績評価を踏まえ､今年度に実施する防災対策とその目標および重点課題

を具体的に記述します。 

 

【期待される効果】 

防災計画を開示し、取組み活動を明らかにすることで、利害関係者に対し防災に対

する積極性および対策の妥当性が評価されることが期待されます。また、従業員の防

災に対する意識の向上およびサプライチェーン・関連企業との目標の共有化が図られ

ます。 

 

【主な内容】 

・実施事項 

 （例：防災体制の構築､見直し 

    被害想定の実施 

    影響度評価の実施 

    防災情報の開示､コミュニケーションの促進 

    建物、施設の計画的な耐震化 

    各種設備の代替化､二重化 

    防災に配慮した新商品・サービス・技術の導入 

    防災要員の段階的増強・配置 

    社員への教育・訓練（e ラーニング研修の実施等も含む） 

    従業員､顧客等への啓発活動､社会貢献活動の促進 

    防災監査の実施（対象業務ごとの課題の明確化とその対処計画 

    を策定） 等） 

・目標 

 （例：災害発生時の対応体制の確立 

    同業他社､自治体等との防災に関する協定の締結 

    建物、施設の耐震化率 

    防火扉､スプリンクラー､放水銃等の設置率 

    人的投資（専任担当者・兼任担当者の人数、配置等） 

    資金的投資（「防災対策」としての明確な意思と戦略を持って行う投資） 

    防災訓練の実施回数 
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    重要設備(高炉､バックアップシステム､予備電源等)の操作要員に対 

する習熟訓練の実施頻度 

    従業員に対する教育・研修の実施頻度､受講者数、受講率、資格（救 

急看護士等）取得者数 等 

    防災に関する基本方針に基づく各種管理事項に関する経営層への 

報告の有無 

    救急救命訓練を受けた社員割合 等） 

 

 

【記述例・図表例】 

 Ⅴ-1｢防災計画(今年度計画)｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に 

紹介します。 

 

Ⅴ-1 防災計画(今年度計画) 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

1.早期復旧に向けた対応の強化 

（1）被害状況の早期把握 

・被害概況を早期に把握するための概況巡視の導入 

・携帯電話のデータ通信（写真等）の活用による巡視情報の早期把握 

・営業所から離れた地点への待機場所の確保による対応の迅速化 

（2）復旧計画の早期策定 

・復旧計画の効率的な策定等を支援する「災害復旧総合システム」の開発・導入 

（3）応援体制の充実 

・被害規模の大きい営業所に対する早期応援派遣の実施 

・応援車両を目的地へ誘導する電柱位置検索機能付きカーナビゲーションシステ

ムの全車両への搭載 

2.お客さま等への情報提供の充実 

（1）災害復旧総合システムを活用した「復旧状況」「復旧見込み」等の情報の各

事業所共有化によるお客さま対応の迅速化 

（2）「復旧状況」「復旧見込み」情報の提供等,自治体との連携の充実 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

◆ＥＳＨ新中期計画の課題と戦略（表） 

３．防災に関する社会貢献 

1）自然災害における地域･公的機関との共同防災 

2）保安防災教育訓練における社会貢献 

【重大事故・災害の防止】 

◆2003 年に社内外で発生した重大事故を受け、「帝人グループ重大事故･災害防
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Ⅵ 防災への取組み事項 

 本項では、Ⅴ「防災計画（今年度計画）」で記述された防災の取組みの概要に対し

て､その具体的な取組み内容を以下の各項目で記述します｡ 

 

【項目番号】 

Ⅵ-1 推奨 防災情報の開示、コミュニケーション 

 

【開示目的】 

防災情報の開示状況や､懇談会､展示会､セミナー等の開催による利害関係者への情

報発信、利害関係者との情報交換について記述し､情報発信の重要性に対する認識を

示すとともに情報交換により得られた意見を防災活動へ反映させる方法を明確に示

します。 

 

【期待される効果】 

自社の防災活動に対する利害関係者の疑問や要望事項を把握することができ､それ

を反映することにより､利害関係者の信頼を確保するとともにさらなる防災力の向上

を図ることが期待できます｡ 

 

【主な内容】 

・ 主要な利害関係者とのリスクコミュニケーション(注)等の状況 

(例：調査の実施、地域住民・取引先との懇談会、利害関係者への定期的な 

訪問・対話や報告、ニュースレター、ホームページ、利害関係者から 

の問合わせへの対応等によるコミュニケーションの状況と種別ごと 

の回数 等） 

・ 防災報告書(仮称)および防災情報を開示している報告書の発行状況 

・ 事業所単位のレポートの発行状況 

・ 防災関連展示会等への出展の状況 

・ 防災関連広告・宣伝の状況     等 

       

(注) リスクコミュニケーションは､リスク情報の送り手と受け手間における共 

有を通じ、リスクに関わる相互理解をするための活動・プロセスをいいます。 

また､情報の共有は、組織間、組織内の双方を含みます｡  

 

【記述例・図表例】 

Ⅵ-1｢防災情報の開示、コミュニケーション｣項目における【主な内容】に関連した

開示例を以下に紹介します。 
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Ⅵ-1 防災情報の開示、コミュニケーション 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

【情報開示の取り組み】 

◆どなたにも使いやすく，わかりやすく，役立つホームページへ 

携帯電話向け HP（以下「モバイルサイト」）においても，企業情報のほか，万一

の停電時に役立つブレーカーの操作方法，台風などの災害時における停電情報の

掲載など，情報の充実に努めています。 

◆ブログ開設 

◆各種刊行物の発行 

◆テレビ・ラジオ・広告 

■《大成建設株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【ＷＥＢでの情報提供】 

耐震ネットは地震対策に関する公開ソリューションサイトです。BCM の視点に立

った、様々な情報を提供することでユーザーの取り組みをサポートします。メー

ルマガジンの配信も行っています。 

■《株式会社ディスコ》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【防災体験イベントの開催】 

2004 年度より防災体験イベントを継続的に開催しています。 

 2005 年度は、昨年度に続き大森消防署の協力のもと、地震と火災の疑似体験

と消火設備演習を実施しました。事前に近隣企業の新人社員や地域住民にお声が

けしたこともあり、当日は近隣の 10 企業や地域住民の方を合わせ、100 名を超

える皆様にご参加いただきました。 

■《三井化学株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

【Ⅰ.名古屋工場での意見交換会】 

事業活動の上から地域社会を重要なステークホルダーととらえ、毎年各国内工場

で近隣住民とのコミュニケーションを図っています。本年度は、名古屋市南区の

市街地に位置する名古屋工場において、2005 年 8月 23 日、名古屋市環境局の中

村清志氏、化学物質アドバイザーの山本倫久氏、そして近隣 6学区の会長、女性

会の会長をお招きし、工場見学と意見交換会を行いました。 

（例）星崎学区 東海地震対策について、建物は耐震構造になっていると思うが、

パイプなどの倒壊や破裂の心配はないのでしょうか。 

工場担当者 ｢高圧ガスタンクの元バルブは一定以上の地震が起こると自動的に

遮断し、パイプからの漏洩を防ぐことになっています。また、震度５以上になる

と工場内に放送が流れ、安全に工場を停止する仕組みがあります。 

 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

【地域リスクコミュニケーション】 
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【項目番号】 

Ⅵ-2 推奨 法令等の遵守 

 

【開示目的】 

防災に関連する法令､行政指導､各省庁および業界のガイドライン規定さらには自主

基準等の社員への啓発活動の内容ならびに遵守状況の確認方法とその結果について

記述します｡ 

特に､違反､罰金等の法的な罰則を受けた場合にはその概要を記述します｡ 

 

【期待される効果】 

防災活動において､法令遵守に誠実に対応していることが記述されれば、防災の取組

みへの信頼がかえって高まります｡また､法的な罰則を受けた事例を紹介することは､

自社・他社を問わず､法令遵守強化を推進する上で貴重な情報となります｡ 

 

【主な内容】 

・ 法令等の遵守に関する社員への啓発活動状況 

・ 法令等の遵守状況の確認方法 

（定期又は不定期の内部チェック体制） 

・ 少なくとも過去 3年以内の重要な法規制等の違反の有無 

（重要な法規制違反、基準超過等につき規制当局から指導、勧告、命令、処分

を受けた場合の改善および再発防止に向けた取組みの状況等） 

・ 法令等による規制を上回る自主基準等を設定している場合は、その内容 

・ 二次災害等、防災関連の訴訟を提起されている場合は、その内容及び対応状

況 

・ 防災に関する苦情や利害関係者からの要求等の内容及び件数    等 

 

[補足]  

法令等の遵守に関する社員への啓発活動の記述は､｢教育・訓練｣の項目での記述も

可能ですが､法令遵守の従業員への徹底という主旨からも効果的です｡ 

 

【記述例・図表例】 

Ⅵ-2｢法令等の遵守｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介しま

す。 
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Ⅵ-2 法令等の遵守 
記

述

例 

■《武田薬品工業株式会社》出典：ＣＳＲ２００５ 

【２００４年度防災方針と実績】 

・テーマ 

防災管理の強化充実－法規制に適合した防災安全対策を実施する 

・防災方針 

・２００４年度実績 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

【コンプライアンスＥラーニング】 

業務に関する法令知識を正しく学ぶことを目的として、独自のケーススタディを

盛り込んだコンプライアンス Eラーニングを２００４年より実施しています。 

2005 年 6月にグループ会社の管理職対象の実施が完了したので、2005 年 11 月以

降は当年度昇格の中核会社の中堅社員と希望者に対し実施しています。 

4 時間かかる重厚なものですが､2005 年度は 1,59７人が受講、1,160 人がテスト

に合格し合格認定証が交付されました。年間を通しての合格率は 73％でした。

なお、2004 年の導入以来累計受講者は、グループの国内在籍社員総数の 28％に

あたる 2,919 人に達し､合格者は 2,426 人となりました。 2006 年度以降も関係

法規の改正を盛り込み継続して実施します。 
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【項目番号】 

Ⅵ-3 基礎 教育・訓練 

 

【開示目的】 

自社の防災力向上を目指した教育・訓練の仕組みならびに今年度の教育･訓練面での

取組みの実施内容を具体的に記述します｡ 

 

【期待される効果】 

教育･訓練の状況の情報開示は、利害関係者に対して、当該企業の防災の取組みの具

体性や信頼性を示すことができます。 

平時の教育・訓練は、各社員が災害時に迅速かつ的確に対応する上で不可欠です。 

復旧に必要な資機材が定められた時間内に調達可能か、また、システム停止時に手

作業で業務処理を行う場合に問題がないかなど、計画が本当に機能するかを検証する

上で重要です。特に机上訓練に実施訓練を組合わせた総合訓練は、机上では気付かな

い現状の問題点や改善点の発見ができ､計画が本当に機能するかの確認が期待できま

す｡ 

 

【主な内容】 

・教育・研修 

 （例：講習会、研修、セミナー､ｅ-ラーニング、教育ビデオ 

各種マニュアル（危機管理、緊急時対応等）､各種手順書(予備電源／  

回線切り替え､情報システム復旧等) 等） 

・訓練実績 

 （例：机上/図上訓練、避難訓練、安否確認訓練、消火訓練、合同訓練（本 

社-支社、地域自治体等） 

・能力開発 

 （例：講習等実施回数、受講者数・受講率、資格（救急看護士等）取得者数 

 等） 

 

 

【記述例・図表例】 

   Ⅵ-3｢教育・訓練｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に紹介します。 
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Ⅵ-3 教育・訓練 
記

述

例 

■《三井化学株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

三井化学グループでは緊急時の対策として消火、呼び出し、通報訓練などの防災

訓練を定期的に実施しています。職場ごとに年間計画を作成し、各現場の業務に

応じた内容で実施するほか、工場全体での総合防災訓練も定期的に企画し、公設

消防隊と自衛消防隊が一体となった訓練を実施しています。また、企業間の相互

援助訓練として公設消防隊や近隣企業を交えた共同防災訓練も実施しています。 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

テナントと連携した災害対策：（店舗に）防災用チェックリストを配布するとと

もにテナントとの合同による消防・防災訓練を全店舗で年 3回実施。対策要綱の

中には 2004 年 10 月に新潟中越地震が発生したさい、被災地の店舗ではどのよう

に対応をしたかなどの事例も紹介しています。今後は、この対策要綱に示した対

応を各店舗が実践できるように、訓練を徹底していきます。 

■《日清オイリオグループ株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

自然災害（地震、台風等） 

＜重点活動項目＞：防災訓練・教育の強化等を通じた徹底的な防災意識の高揚と

体質強化 

 予防管理の徹底と緊急時対応への訓練強化 

 防災訓練・教育等を通じた事業場内の防災意識の高揚 

○総合防災訓練、設備定期点検等の定常活動の充実 

万が一災害が発生した場合、初期活動により災害を最小限に抑えるためそれぞれ

の事業所において、年 2回「総合防災訓練」を実施しています。これは実際に消

防車から放水を行うなど、本格的な訓練となっています。横浜磯子事業場では、

「自衛消防隊」による訓練も随時行っている他、各職場からメンバーを選出して

消火技術を競う形式の「消火競技会」を訓練の一環として定例行事にしています。 
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【項目番号】 

Ⅵ-4 推奨 事故・災害の低減対策 

 

【開示目的】 

Ⅲ-2「想定する災害」で想定した災害が発生した時の自社で想定される事故・災害

に対する低減対策および防止対策を具体的に記載します｡ 

 

【期待される効果】 

具体的な低減対策および防止対策を示すことにより、利害関係者に対し防災に対す

る積極性および対策の妥当性が評価され、その信頼を得ることができます。 

 

【主な内容】 

・ 建物、設備の耐震化及び什器備品の転倒防止策の実施状況 

・ 二次災害の防止策（地域への危険周知の方法等） 

・ オフィス（場所）・システムのバックアップ体制及び各種設備の代替､ 

二重化対策 

・ 安全確保手順および避難方法・経路 

・ 帰宅困難従業員の対策 

・ 救急救命要員の育成状況     等 

 

【記述例・図表例】 

Ⅵ-4｢事故・災害の低減対策｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に

紹介します。 

 

Ⅵ-4  事故・災害の低減対策 

記

述

例 

■《ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

【災害におけるネットワーク信頼性確保】 

具体的には、以下のような地震、豪雨等の災害に強い通信ネットワークを構築し

ています。 

(1) 通信ネットワークのループ化・二重化による多ルート化 

(2) 震度 7にも耐えうる強固なネットワークの構築 

(3) 通信設備の厳格な入退室管理など高度なセキュリティ体制の構築 

(4) 電力停電に備えた無停電装置、発電装置等のバックアップ体制の構築 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

【防災対策】 

◆爆発･火災､危険物･有害物の漏洩･流出等の事故･災害の未然防止と被害の拡大
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防止を図るため、防災管理に積極的に取り組んでいます。グループ共通の各種防

災ガイドラインを整備して、保安防災教育・訓練、防災診断、地震対策等の防災

活動を推進しています。 

また、地域社会に懸念や影響を与えた事故･災害を重大事故･災害と定義し､2003

年からは、爆発･火災に加え、危険物･有害物の漏洩･流出、建物の倒壊等の情報

も収集しグループ内に公開して再発防止に努めています。 

◆【防災診断】 

今後は危険物貯蔵所､可燃物倉庫、ボイラー等の小規模な危険場所を対象とした

ミニ防災診断の仕組みを取り入れ、防災診断をよりいっそう充実していきます｡ 

◆【地震対策】 

2005 年度は、新たにグループ入りした会社の対象建物２棟の耐震診断を完了。

法対象以外の建物についても、今後リスク評価と耐震診断を積極的にすすめてい

きます。 

 また、グループ共通の｢地震対策ガイドライン]を制定して、グループ各社の事

前対策を整備。今後も、リスクマネジメント活動と連携して地震対策の充実を図

ります。 

◆【Topics：万が一に備えるオイルフェンス訓練の実施】 

2005 年 10 月１９日、帝人（株）岩国事業所内港において「オイルフェンス展張

訓練]を実施しました。この訓練は、ISO14001 に基づく緊急事態の対応訓練とし

て｢地震により荷役配管接合部が外れ､重油タンカーから重油が海面に流失｣した

という想定で､クレーンによる作業船の海面への降下や､オイルフェンスの展張

包囲など､有事の際に被害を最小限に食い止められるよう､各参加隊員全員が統

制のある訓練を展開しました。 
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【項目番号】 

Ⅵ-5 自由選択 防災商品・サービスの調達 

 

【開示目的】 

商品・サービスを調達する際には、防災技術の向上に積極的な取引先を選んでいる

こと､および必要とする防災設備等を年度計画にそって購入していることを明記しま

す。 

 

【期待される効果】 

防災商品・サービスの調達を通して防災技術の育成に貢献することにより､社会の防

災力の向上に寄与していることを利害関係者にアピールできます｡併せて自社の防災

力の向上を図ることが期待できます。 

 

【主な内容】 

・ 調達の方針、目標、計画 

・ 調達物品の例示（耐震化用品、防災用資機材、機器類の転倒防止対策用品、

代替設備等） 

・ 調達の必要性および期待される効果 

・ 調達の実績 

・ 調達に要した費用   等 

 

【記述例・図表例】 

  Ⅵ-5｢防災商品・サービスの調達｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以

下に紹介します。 

 

Ⅵ-5 防災商品・サービスの調達 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

【災害時の対応見直しの概要】 

◆（2）復旧計画の早期策定 

・復旧計画の効率的な策定等を支援する「災害復旧総合システム」の開発・導入 

◆（3）応援体制の充実 

・応援車両を目的地へ誘導する電柱位置検索機能付きカーナビゲーションシステ

ムの全車両への搭載 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

【大規模地震等広域災害への対策】 

大規模地震や大規模テロなどの広域災害が発生した場合の安否確認と、緊急対策
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本部の要員確保を目的として、東京本社、大阪本社地区でそれぞれ 100 人を緊急

通報･安否確認システム(エマージェンシーコール)に登録。 2005 年度は、公衆

回線が不通となる事態に備え、衛星携帯電話を導入しました。 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

【『大規模災害対策要綱』の改訂】 

大規模な災害を引き起こすといわれている「首都圏直下型地震」「東海地震」が、

イトーヨーカドーの店舗にどのような被害を及ぼすのかを詳細にシミュレート。

外部調査機関 2社に依頼し、店舗周辺の地盤の状況と店舗の築年数・構造から、

地震が発生したさいの被害規模を予測してもらいました。 
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【項目番号】 

Ⅵ-6 自由選択 防災に配慮した新製品・技術の開発・販売 

 

【開示目的】 

自社で開発・販売した防災に配慮した新製品・サービス・技術の防災への効果を事

例等を用いて紹介します｡また､普及促進の方法などを具体的に記述し､開発・販売計

画､目標の妥当性と防災対策における社会貢献への意欲を示します｡ 

 

【期待される効果】 

防災に効果のある新製品・サービス・技術の普及促進を行うことで､社会の防災力の

向上に積極的な貢献をしていることを利害関係者にアピールするとともに自社のブ

ランド力の向上が期待されます｡ 

 

【主な内容】 

・防災に配慮した新製品・技術等の研究開発の方針、目標、計画 

・防災に配慮した生産技術、工法等に関する研究開発の状況 

・防災に配慮し付加価値をつけた製品・サービス等の開発・普及の状況 

・研究開発に充当した研究開発資金 

・研究開発の実績（開発製品名、特許取得状況等） 等 

 

【記述例・図表例】 

   Ⅵ-6｢防災に配慮した新製品・技術の開発・販売｣項目における【主な内容】に関連

した開示例を以下に紹介します。 

 

Ⅵ-6 防災に配慮した新製品・技術の開発・販売 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

【安全・安心をお届けする商品・サービスの提供】 

◆感震機能付住宅用分電盤 

地震の揺れを感知し,出火等を防ぐ「感震機能付住宅用分電盤」をご提供してい

ます。震度 5強相当の地震の揺れを感知すると,ランプが点滅し,3 分後に主幹漏

電遮断器を遮断します。また,停電して 8秒以内に地震の揺れを感知したときや,

地震の揺れを感知後直後に停電が発生したときは感知を記憶して,復電時に主幹

漏電遮断器を遮断することにより,破損した配線や器具からの出火を防ぐシステ

ムとなっています。 

エネルギアグループでは,地域の皆さまに貢献できるシステム･製品等の開発に

努めています。 
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◆リアルタイム高潮浸水予測システムの開発 

本システムにより,台風来襲時等の浸水が始まる数時間前に,浸水する時間帯,区

域,深さの予測が可能となるため,避難や応急的な浸水対策を事前に行うことが

できます。 

■《ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

ＴＯＰＩＣＳ1 お客さまの声をサービス開発に活かし、CoDen による安心・安全

生活サポートを実現､環境にもやさしい「cocoa」が、安心で楽しい生活を応援し

ます。】 

災害時などの緊急時に家族や友人と連絡を取り合う手段として、cocoa のような

IT サービスを活用することが可能です｡ 

■《大成建設株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

◆微振動制御が可能な免震システム(Mic 免震) 

従来、両立が困難と言われた生産時の微振動制御と免震の両方を可能にした世界

初のシステム。地震発生時の災害リスクを大幅に低減し、お客様の事業継続をサ

ポートします。 

⇒【直前の情報提供】 

◆大成リアルタイム地震防災システム 

気象庁の緊急地震速報と独自の地震動予測技術を利用し、地震の大きな揺れが到

達する前に対象地点での震度と到達時刻を推定し、その情報をパソコン表示シス

テムや警告灯など様々な方法で伝達します。 

■《帝人株式会社》出典：２００６年ＣＳＲ報告書 

◆ＥＭＣ(エマージェンシーコール)は、企業において、災害･事件･事故が発生し

た場面で、社員の安否や迅速確実な相互連絡を実現するために開発されたシステ

ムです。 

現在このシステムは､天災･犯罪被害等のリスクに対して｢子どもの安全を守る情

報連絡システム｣としての有効性が認められ､多くの私立学校で採用されていま

す。 

◆数々の展示会への出展 

 2005 年 10 月に開催された｢危被管理産業展 2005]に､NI 帝人商事（株）が超軽量

大型仮設テント｢エアロシェルターⅡ｣を出展しました。送風機で送り込む空気の

みで設営できるこの製品は､家庭用電源を簡単に取り出せる機能をもつハイブリ

ッド車を組み合わせることで､停電時にも安全な避難シェルターを迅速に設置で

きることから、避災用途としての展開が期待されています。 

災害時も安心で信頼される在宅医療をめざして 

 帝人グループの在宅医療事業では､約 80 ヵ所の営業拠点に専任スタッフを置き､

24 時間体制で地域に密着したサービスを行っています。近年の相次ぐ震災や雪

害･水害などの際にも､患者様の安否確認､酸素濃縮機器の点検や配送回収、酸素

ボンベの供給などの対応を迅速に行っており、今後も患者様、ご家族の皆様に安
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【項目番号】 

Ⅵ-7 自由選択 防災に配慮したサプライチェーンマネジメント 

 

【開示目的】 

Ⅲ-2「想定する災害」で想定した災害に対するサプライチェーンマネジメントの方

針、目標、計画および実績等を記述し､災害発生時におけるサプライチェーンとの連

携ならびに製品・サービスの供給責任および供給体制(代替生産を含む)を明らかにし

ます｡ 

 

【期待される効果】 

災害発生時における製品・サービスの継続供給を行う実施体制が明確となり､供給の

安定性へ利害関係者の信頼が高まるとともにサプライチェーン間の協力体制が明ら

かとなります｡ 

 

【主な内容】 

・マネジメントの方針 

(例：｢災害・事故発生時の製品・サービスの安定供給に向けたサプライ 

チェーン企業との相互連携関係の確立と強化｣ 

｢サプライチェーンへの事業継続の啓発｣ 等） 

・マネジメントの目標 

（例：複数社購買製品数の割合を△△％とする｡） 

・マネジメント計画 

(例：サプライチェーンとの契約条件(ＳＬＡ) 

サプライチェーン企業間同士での相互支援協定の促進 

同業他社との相互支援協定等の協力関係 

サプライチェーンへの情報発信、情報共有、連絡体制 

製品・サービスの供給方法（OEM、代替生産の方法等） 

材料供給元の被害予測、在庫保有量 

    複数社購買(購買にはサービスも含む)の取組み状況 等） 

 

【記述例・図表例】 

   Ⅵ-7｢防災に配慮したサプライチェーンマネジメント｣項目における【主な内容】に

関連した開示例を以下に紹介します。 
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Ⅵ-7 防災に配慮したサプライチェーンマネジメント 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

中国電力は,お取引先さまとの相互信頼関係を構築し,長期的に相互繁栄できる

取引関係の確立を目指していきます。そのためには,お取引先さまと共に,品質の

確保や調達コストの低減,企業に求められる社会的責任を果たしていくことが重

要だと考えており,全てのお取引先さまに次の項目を実践していただくようお願

いいたします。 

8.アフターサービスの充実 

 災害・事故等の緊急事態発生時の早急・適切な対応,メンテナンスへの協力,

クレーム・トラブル発生時の適切な対応と保証 

 

■《三井化学株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００５ 

RC の実施状況に関して、関係会社を所管する事業部と環境・安全・品質企画管

理部による専門の監査を実施しています。監査では、関係会社の環境・安全・品

質の管理状況の実態把握・評価、各社の取り組みに応じた改善への助言・指導、

RC に関する情報交換を行っています。RC 監査は各社の優れた活動を水平展開す

る上でも有効に機能しています｡2004 年度は延べ 33 社で RC 監査を実施しまし

た｡ 
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【項目番号】 

Ⅵ-8 自由選択 防災に関する従業員､顧客等への啓発活動 

 

【開示目的】 

従業員およびその家族に対する家庭における防災対策の情報提供や、懇談会、展示

会、セミナーの開催による顧客への情報提供等の活動について記述します｡（提供す

る情報は自社製品のみならず幅広い防災に関する情報を指します｡） 

また、災害時の要員確保の対策に関する配慮も示します。 

 

【期待される効果】 

従業員・顧客等の防災に関する意識を高めることにより、災害に強い企業であるこ

とを利害関係者にアピールすることができます。 

 

【主な内容】 

・従業員とその家族に対する防災に関する情報提供 

・顧客への防災に配慮した製品・サービスの案内   等 

 

【記述例・図表例】 

Ⅵ-8｢防災に関する従業員､顧客等への啓発活動｣項目における【主な内容】に関連し

た開示例を以下に紹介します。 

  

Ⅵ-８ 防災に関する従業員､顧客等への啓発活動 
記

述

例 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

【ビデオと冊子による社員教育】 

災害発生時の対応や行動に対する社員の意識向上と理解促進に向け、災害対策に

関するビデオを作成し、本部全店舗で上映して役立てております。また、危機意

識を常に維持させるため、年 2回店長会議で最新の地震対策を説明し、店全体で

緊急時対応の見直しを行なっています。また、同時に地震と防災にまつわる知識、

災害発生時（夜間、休日、外出中）の行動、店舗の復旧作業、同僚や家族の安否

確認の仕方などについてまとめた冊子『もしも、大地震が起こったら』を作成し、

全社員に配布しています。 
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【項目番号】 

Ⅵ-9 推奨 防災に関する社会貢献活動 

 

【開示目的】 

自社の事業特性を活かした地域の災害被害の低減対策や防止対策の普及活動および

既に発生した災害に対する支援活動に関する情報を具体的に記述し、社会的な防災力

向上に資する自社の活動を示します。 

 

【期待される効果】 

防災に関する社会貢献活動を通して利害関係者に自社の防災活動の積極性をアピー

ルすることができます｡ 

また、活動を通して近隣住民、行政等との協働の基盤が強化されるとともに、自社

のブランド力の向上が期待されます。 

 

【主な内容】 

・従業員のボランティア休暇の活用状況 

・防災関連のNPO、業界団体への支援状況、支援額等 

・地域社会に提供した防災教育プログラム 

・地域社会と協力して実施した教育・啓発等の社会的活動  等 

 

【記述例・図表例】 

Ⅵ-9｢防災に関する社会貢献活動｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以

下に紹介します。 

   

Ⅵ-9 防災に関する社会貢献活動 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書2 
【社員のボランティア活動支援】 

1993 年にボランティア休暇（2005 年 4月 1日にライフサポート休暇に統合）・休

職制度を導入し,社員個人のボランティア活動を支援しています。 

2005 年 3月末現在の登録件数は 96件（専門ボランティア 70件,なんでもボラン

ティア 26件）,登録者は 83 名で,2005 年度の活動実績は 4件でした。 

■《株式会社ディスコ》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【基本方針】 

◆２００５年度は､その具体的な方針として､｢地域活動への参加と地域への寄付

行為｣､｢大学などへの寄付・支援および共同開発｣､｢災害などへの寄付行為｣など

を制定しました｡ 

◆自然災害支援とマッチングギフト 
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２００５年度もこれまでに引き続き、スマトラ沖地震、米国ハリケーン災害、パ

キスタン北部地震など自然災害で支援を必要としている方々に対する募金を募

り、義援金を送りました。 

また、これらの募金活動でディスコ従業員から集められた寄付金と同額を、 

会社側が｢マッチング･ギフト｣として拠出しました。 

■《武田薬品工業株式会社》出典：ＣＳＲ２００５ 

【被災された方々に対して】 

新潟県中越地震に際しては、新潟県庁に対し、抗生剤注射、経口抗生剤等の提供

を申し出るとともに、会社として義援金 1．000 万円を拠出し、さらに現地のニ

ーズをふまえ、総合感冒薬、速乾式擦り込み式手指消毒剤、抗不安薬を提供しま

した。 

■《株式会社イトーヨーカ堂》出典：企業の社会的報告書２００５ 

【災害への対策】 

◆イトーヨーカドーは、全国 52 自治体（2005 年 2月末現在）と支援協定を結び、

出店地域で災害が発生したさいに必要な商品などを迅速に提供できる体制を整

えています。また、大規模災害の発生時には、全国のイトーヨーカドーとセブン

&アイＨＬＤＧＳ.のネットワークを生かし、全国店舗での義援金の募金活動はも

ちろん、被災地で必要とされる生活必需品などの救援物資を提供しています。 

◆被災地への支援 

・2004 年 7 月 新潟豪雨 

・2004 年 10 月 台風 23号被害、新潟中越地震 

・2004 年 12 月 スマトラ島沖地震 

・台風などで被害を受けた農家を支援 

イトーヨーカドー、ヨークベニマル、ヨークマートの一部店舗では、台風などに

よって傷が付いた果物・野菜・フラワーの中で味や鮮度には問題がないものを緊

急販売し、被害を受けた農家を支援しました。 
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【項目番号】 

Ⅵ-10 自由選択 第三者による評価・認証 

 

【開示目的】 

防災への取組みにおける第三者による客観的な評価・認証の状況を記述し、報告書

の記載情報の信頼性を示します。 

 

【期待される効果】 

第三者による評価・認証を防災活動に取入れ､第三者評価の結果を踏まえた防災活動

の状況報告を行うことにより、防災活動における報告内容に対する信憑性を利害関係

者に示すことができます｡ 

また､防災活動のＰＤＣＡ(Plan Do Check Act)のマネジメントシステムの活動が活

発になり、継続的な改善による防災力の向上が期待されます。 

 

【主な内容】 

・ 防災診断・監査、事業継続診断・監査の実施状況 

・ 防災診断・監査、事業継続診断・監査の結果 

・ 今後の計画、予定  等 

 

[補足] 

本項の「監査」とは、監査法人などの第三者の保証までを要求するものではなく、

情報セキュリティ監査等で用いられる助言型の監査を想定しています。ここでいう

助言型の監査とは､監査対象における対策上の欠陥及び懸案事項等の問題点を検出

し、必要に応じて当該検出事項に対応した改善提言を監査意見として表明する形態

の監査をいいます｡ 

 

【記述例・図表例】 

Ⅵ-10｢第三者による評価・認証｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下

に紹介します。 

 

Ⅵ-10 第三者による評価・認証 
記

述

例 

■《中国電力株式会社》出典：２００６エネルギアグループＣＳＲ報告書 

【アドバイザー，エネルギアモニター】 

◆アドバイザー制度の概要 

地域の企業,自治体,各種団体などでオピニオンリーダーとして活躍されている

方々に当社のアドバイザーを委嘱し,会議等の場でご意見をいただいています。 
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Ⅶ 事業継続 

本項目は、防災戦略において想定した災害（又はリスク）の一部をすでに事業継続の

取組みの対象としている場合､あるいは自社における防災の取組みにおいて事業継続の

観点を導入しようとする場合などに記述します。 

事業継続は取引先、顧客など利害関係者に与える影響が大きいため、その取組みの概

要を公表することは社会的信用を得るためにも大変有効です。事業継続の取組みは、取

引先、顧客など利害関係者からの防災対応の評価を高めることができる大きな要因です。   

したがって、ＢＣＰを策定したらその概要を積極的に公表することが有効です。 

なお、Ⅶ－１～Ⅶ－３の情報開示を行う場合は、既に内閣府より公表されている「事

業継続ガイドライン 第一版」ならびに「同解説書」を適宜参考としてください。 

以下に前書が公表されているホームページ（企業防災のページ）の URL を示します。 

URL：http://www.bousai.go.jp/kigyo-machi/jigyou-keizoku/index.html  

 

【項目番号】 

Ⅶ-1 推奨 事業継続の基本方針 

 

【開示目的】 

事業継続の基本方針について、その位置づけや内容について記述し、災害（又はリ

スク）発生時の対応体制を明確にします。 

 

【期待される効果】 

災害発生時における事業復旧、継続に関する姿勢、対応への方針を明らかにするこ

とにより､事業継続の基本方針に対する利害関係者の信頼が得られるとともに取引先

との協働関係の構築・促進が期待されます。 

なお､現時点では､事業継続まで取組んでいる企業事例は少なく､利害関係者の信頼

を得る上でより効果的と考えられます｡ 

 

【主な内容】 

・ 経営者が認識する事業継続に関する具体的課題と社会状況 

・ 事業継続に関する基本方針、ビジョン（企業理念に基づく事業継続の考え方） 

 等 

 

 [補足] 

・事業継続に関する基本方針、ビジョンの用語について 

｢基本方針｣という用語は、ＣＳＲ報告書、社会・環境報告書、環境報告書等(以下､

ＣＳＲ報告書等)で多く用いられています｡一方､国際標準規格では､｢品質方針｣､｢環

境方針｣あるいは｢情報セキュリティ基本方針｣という用語が用いられています。また、
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「ビジョン」という用語は、ＣＳＲ報告書等では多く用いられていますが、国際標

準規格では使用されていません。このように使用する用語に関して、ＣＳＲ報告書

等と国際標準規格とで異なっています。さらに現時点において､各企業ごとに用語の

定義も異なっていると思われます。どの用語を用いるかは各企業で定めてください。 

本書では、事業継続に関する｢基本方針｣とは、内閣府「事業継続ガイドライン」

の「方針」のような事業継続に関する活動の基本方針を記述します。一方、「ビジ

ョン」とは、企業理念に基づく考え方、理想像を指しますが、事業継続に関しては｢基

本方針｣と同義に解して差支えありません。 

 

・自社の事業継続の取組みはまだ完璧ではなく、開示に値しないと考える企業もあ

るかと思いますが、ＢＣＰは一部事業で策定しても効果があり、また継続的に改善

していくものですので、ある程度利害関係者にメリットが生まれたと考えられる段

階に至れば、概要を開示するに値すると考えます。 
 

【記述例・図表例】 

   Ⅶ-1｢事業継続の基本方針｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に

紹介します。 

 

Ⅶ-1 事業継続の基本方針 
記

述

例 

■《大成建設株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【地震リスクへの取り組み】 

◆社会経済活動の基盤を支える総合建設会社としての責務を果たすため、平時に

は、各種情報提供や耐震・免震・制振の技術を開発・提供し、災害時には、建設

生産物の維持・復旧に努め事業継続に貢献します。 

【地震に対する備えはどうなっているか？】 

◆大成建設のＢＣＰは、内閣府の考えに対応して構築しています。建設業には２

面性があり、お客様（顧客）と共に社会インフラに直接対峙しています。建設業

としての自助と地域との共助にどうバランスをとるかが課題です。非常時データ

については大阪と東京で二重化して保全されています。人の安全面では、大規模

災害マニュアルに沿って全社員とその家族に対応しています。ＢＣＰは就業中の

マニュアルとは別にしています。 

■《株式会社ディスコ》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【ＢＣＰのすべて】 

◆いつでもお客様に安心して当社の精密加工装置や精密加工ツールをお使いい

ただけるよう、地震などの自然災害やその他の脅威に備えた体制づくりを進めて

います。特にリスクの高い大規模地震については BCP(事業継続計画)を構築し、

災害に強い企業づくりに取り組んでいます。 
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【項目番号】 

Ⅶ-2 自由選択 事業継続の計画、目標 

 

【開示目的】 

事業継続の計画策定状況、事業継続に取り組む際の重要業務と目標復旧時間等を示

します。 

 

【期待される効果】 

事業継続の計画・目標を明らかにすることにより、利害関係者の信頼が得られると

期待されるとともに、事業活動におけるパートナーとの事業継続に関する相互理解・

協力関係が強まることが期待されます。 

 

【主な内容】 

・対象とする災害の特定 

・影響度の評価の概要（選定した重要業務など） 

・重要業務が受ける被害の想定 

・重要な要素(クリティカルパス･ボトルネック)の抽出 

・事業継続における重要事項 

（例：指揮命令系統の明確化 

本社等重要拠点の機能の確保 
対外的な情報発信および情報共有 
情報システムのバックアップ 
製品・サービスの供給）     等    

 

【記述例・図表例】 

Ⅶ-2｢事業継続の計画、目標｣項目における【主な内容】に関連した開示例を以下に

紹介します。 

  

Ⅶ-2 事業継続の計画、目標 
記

述

例 

■《大成建設株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【災害時における事業継続に関する方針】 

【行動指針】 

・役職員とその家族の生命および身体の安全確保ならびに会社施設等の被害の最

小化に努めます。 

・救援活動・社会資本の復旧活動に全面的に協力します。 

・施工中の建設生産物の倒壊等による近隣地域への二次災害の発生を防止し、地
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域の方々の安全確保を図ります。 

・国、地方自治体および企業等の施設、特に大成建設施工の建設生産物の被災状

況を迅速に把握し、応急措置および適切な復旧活動に協力します。 

・災害等のリスクに強い企業となることを目指し、事業継続計画を常に見直し、

改善していきます。 

■《株式会社ディスコ》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【こんな方針でＢＣＰに取組んでいます｡】 

◆地震に強い生産拠点 

精密加工ツールの生産を呉工場･桑畑工場の 2 拠点に分散して行っています｡い

ずれかの工場が地震被害にあった場合には、もう一方の工場が生産を代替して対

応します｡ 

◆訓練を重視しています 

本社･R&D センター、呉工場、桑畑工場、長谷工場ではそれぞれ定期的に災害シ

ミュレーション訓練を実施し、訓練で気付いた問題点は即座に手順にフィードバ

ックします。災害時の初動対応を担う災害対策要員に対しては、初動行動訓練､

緊急出社訓練､応急救護訓練を定期的に実施しています。 

◆災害に強い企業を目指して 

災害時の初動対応を担う災害対策要員に対しては、初動行動訓練､緊急出社訓練､

応急救護訓練を定期的に実施しています。全従業員に対しては、災害への感度を

継続的に高めていくために消防署の協力により、地震体験や消火器体験を毎年実

施しています。 

2005 年内開府が発表した「事業継続ガイドライン」を自らの評価指標にしなが

ら継続的改善に臨み、よりお客様が安心して製品をご使用いただける“災害に強

い企業”を目指していきます。 

■《大成建設株式会社》出典：ＣＳＲ報告書２００６ 

【ＢＣＰ策定支援】 

災害発生時に事業継続上で必要な事項（ライフラインの確保など）を 436 項目に

わたるチェックリストをベースに「日本版ＢＣＰガイドライン」に沿ったＢＣＰ

を短期間（１～２週間）で策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 








